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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　償　　　②国内総生産（GDP）　　　i却　 　　（市場価格）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　i　 　 費
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　A
③国
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　琶
　　　　　　　　　　　　　　　　　i海外からの純所得と純経常④国民可処分所得　　　　　（市場価格）　　　　　　て移転
　　　①　国民総生産（GNP）………………………………・………・…・……222，702．3（10億円）
　　　　　　　　　　（1979年）
　　　　　　　△海外からの要素所得　　　　　　　（一）2，468．1
　　　　　　　　　海外への要素所得　　　　　　　　（十）2，303．　6
　　　　　　　△統計上の不突合　　　　　　　　　（一）　　　0．1
　　②　国内総生産（GDP）……………・…一………・・……・……………・222，537．7
　　　　　　　△減価償却費（固定資本減耗分）　　（一）29，625．9
　　　　　　　△統計上の不突合　　　　　　　　　（一）　1，520．0
　　③国内純生産（NDP）……………・・…………・……・・…一…………191．391。8
　18　　　　　一経営論集一
　　　　　　　　　海外からの雇用老所得（純）　　　（＋）　　17・1
　　　　　　　　　海外からの財産所得（純）　　　　（＋）　147．4
　　　　　　　　　海外からのその他の経常移転（純）（＋）　－204・3
　　　　　　　　　統計上の不突合　　　　　　　　　（＋）　　　O・　1
　　④国民可処分所得・一・…・…・……・・………・……・………・…・……・191，352．1
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　※資料：「国民経済計算年報」経済企画庁
上記の計算過程で，GNPから国内純生産（GDP）を計算するさい，海外からの要素費用を差引
き，海外への要素所得を加えているが，その収支額は，
　　　　　　　　　　海外からの要素所得………………・……・2，468．1
　　　　　　　　　　海外への要素費用　・…………・…・（一）2，303．6
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（一）　164．5　（10億円）
　　　　この要素費用は雇用老所得と財産所得を加えたものであるから，国内純生産（NDP）からであり，
国民可処分所得を計算するさい，加算した海外からの雇用者所得（純）と海外からの財産所得（純）
とを加えたもの，
　　　　　　　　　　　海外からの雇用者所得（純）・…・…・…（＋）　17．1
　　　　　　　　　　　海外からの財産所得（純）……………（＋）147．4
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（＋）164．5　（10億円）
と一致するのである。
　したがって，GNPからGDPを計算するさいに差引いた海外要素所得収支を，国民可処分所得
を計算するさいにもとにもどしたということで，GNPから計算すると，減価償却費を差引き，海
外からの要素所得以外の経常移転の収支結果を加えたものが国民可処分所得であるといいうるので
ある。
　そこで，市場価格で表示された国民所得ともよばれる国民純生産（NNP）と，この新しい国民経
済計算体系（SNA）における国民可処分所得とを図と数値によって比較してみると，
　　　　　　　　　　　NNPと国民可処分所得の比較
　　　①G・NP・（・1979・EE）！lllllll二～＝灘郵li一
②（NNP
s場価格表示
ﾌ国民国所）4be外からの要灘織）・91・556・4
③　国民可処分所得
　　（SNA）
191，352．1
　（10億円）
　　　　　　　　　　一国民所得論と国民経済計算体系（SNA）の接点一
となり，海外からの要素所得以外の経常移転（純）だけの差であって，その差は小さい。
資料によれば，
NNPと国民可処分所得
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（単位　10億円）
　NNP鷹當驚葎に）
国民可処分
所　　　得
1965年
28，810．7
28，807。9
1970年
65，379．1
65，332，9
1974年
1・9・・524・・
119，481。3
1975年
130，920．1
130，863．4
1976年
147，698．8
147，630，4
1977年
163，144．3
163，063．1
1978年
178，741．7
187．609．2
1979年
191，556．4
191，352．1
※資料：経済企画庁「国民経済計算年報」
であって，その差は無視しても差支えないほどのものである。
　したがって，市場価格表示による国民所得である国民純生産（NNP）
国民可処分所得とは置換えて考えてもよいのである。
　この国民可処分所得の処分は，
???民間最終消費支出
政府最終消費支出
貯　　　蓄
であり，国民可処分所得の内容は，大別すると，
　　　①
　　　②
　　　③
　　　④
　　　⑤
　　　⑥
〔控除〕⑦
雇用者所得…………・……・・………・…
営業余剰………………・・……………・．
間　接　税………………・・……・…・…
海外からの雇用者所得（純）一・・
海外からの財産所得（純）……・……
海外からのその他の経常移転（純）
補助金………………・・……・
と国民経済体系（SNA）の
〔構成相対比〕（1979年）
約67．9％
約11．5％
約20．6％
　　〔構成相対比〕（1979年）
・約　　62．7％
約　　30．2％
・約　　　8．7％
・約　　　0．0％
約　　　0．1％
・・?i一）0．1％
約　　　1．6％
100％
である。
20 一経　　営　　論　　集一
7．個人勘定と家計勘定
　個人所得（Personal　Income）は，要素費用表示である狭義の国民所得から法人税と配当しない
で企業内に留保した法人留保を差引き，政府から個人への移転を加えたものであり，ここでいう個
人は個人企業主も含めたものである。
　したがって，個人所得の内容は，大別すると，
????????? （雇用老所得
個人業主所得
個人の財産所得
政府から個人への移転
消費者負債利子
〔構成相対比〕（1976年）
　　62．4％
　　14．5％
　　14．2％
　　9．2％
（一）0．5％
100．0％
であり，この個人所得の処分を大別すると，
?????個人消費支出
個人税・税外負担
社会保険負担
個人から政府その他への移転
個　人　貯　蓄
〔構成相対比〕（1976年）
　65．6％
　　6．2％
　　6．2％
　　1．6％
　20．5％
　100．1％
　（0．1は統計上の不突合）
である。
　この個人所得から個人の所得税ならびにそれに類するもの，例えば社会保険料などを差引いた残
りが個人可処分所得（Disposable　Personal　Income）である。
　したがって，個人所得の処分のうち，①の個人消費支出と⑤の個人貯蓄以外は，全て税金に
類するものであり，個人の自由にならないものであるから，①の個人消費支出と⑤の個人貯蓄
を加えものが個人可処分所得である。
　それ故，
　　一国民所得論と国民経済計算体系（SNA）の接点一
個人可処分所得＝個人所得一税金ならびにそれに類するもの
個人可処分所得＝個人消費支出＋個人貯蓄
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と表現することができる。
　なお，給料から天引きされる労働組合費や相互会費などは，個人の自由にならないとしても，国
民所得の観点から，個人可処分所得からの支出である。
　ここまでに述べた個人所得は，純額主義とよばれるもので個人所得を定義し，その処分も定義し
ている。しかし，現代では，福祉厚生の諸制度の発展で，政府と個人間の移転も増加し，個人所得
の計算にあたって，いつれを控除し，いつれを付加すべきか，所得の概念の定義も複雑になってきた。
　その故か，国民経済計算体系（SNA）では純額主義を廃し，総額主義をとり，個人勘定を家計
（個人企業を含む）勘定とし，個人所得ではなく，家計における受取として捉え，個人所得の処分
を家計における支払として捉え，家計における収支の実態を反映するようになったのである。
　その結果，例えば，個人勘定の場合は，個人所得計算において消費者負債利子は個人所得からの
控除項目であったのが，家計勘定では受取から控除されることなく，個人所得の処分に対応する支
払のなかに含まれるようになったのである。
　そこで，1974年～1976年における個人所得と家計受取を比較してみると，次の孝のように，10
％近くも，総額主義の家計受取の方が純額主義の個人所得よりも大きくなるのである。
個人所御と家計受取の比較（1974年～1976年） （単位　10億円）
1974年
1975年
1976年
市場価格表示
の国民所得
　（NNP）
119，524．1
130，920．1
147，698．8
要素費用表示
の国民所得
　（NI）
112，081。6
123，184．3
138，446．8
個人所得 学計受取 家計受取の増加率個人所得
114，258
P30，617
P46，706
125，571．6
P41，682．6
P59，211．6
＋9．9％
{8．5％
{8．5％
※資料：経済企画庁「国民所得統計年報」
　なお，国民経済計算体系（SNA）における家計勘定の受取と支払の内容項目の分類は，個人所得
とその処分のそれに比較して，つぎの表のように細分割されている。
　　　　個人所得と家計勘定の項目比較
〔個人所得〕　　〔家計受取〕　　〔個人所得の処分〕　　〔家計支払〕
雇用者苴ｬ者所得
個人業主所得 営　業　所　得
個人消費支出
個人税・税外負担
最終消費支出
直　　接　　税
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（控除）
個人の財産所得
一経　　営　　論　　集一
政府から個人
　　への移転
消費者負債利子
得所?????財
損害保険金
社会保障給付
社会扶助金
（無基金雇用者神祉給付）
その他の経常移転
社会保険負担
個人から政府へ
　のその他移転
個　人貯　蓄
?｛
　所得税
　　その他
罰金および
　　強制手数料
社会保障負担
対家計民間非営利
団体への経常移転
その他の経常移転
1　無基金雇用者礼祉　帰　属　負　担
貯 蓄
※資料：「国民経済年報」経済企画庁
8．お　わ　り　に
　国民所得論を中心としたマクロ経済学がやっと我が国に定着した現在，また同民経済計算体系
（SNA）が導入され，同際的な標準化が行なわれた。
　マクロ経済学そのものには変化はないけれども，SNAの導入によって，資料分項が変化し，分
析に際しては留意しなければならないことは多である。
　それも，我が国が経済的に発展し，国際した結果，GNPだけで国民，国内の生産を一緒に把握
しようとすることに無理があり，国内総生産（GDP）を導入することが適切ということになったの
であろうし，個人においても，福祉その他の移転所得などが複雑になり，家計勘定の導入により，
受取・支払によるのが現状に適しているということになったのであろう。
　この稿では，ミクロ経済学の知識でマクロ経済学を学ぶための基礎知識と，SNAに移行する過
渡期における同民所得論との接点の解明につとめたつもりである。
